
1 
 

地方分権改革有識者会議 雇用対策部会報告書（要旨） 

（無料職業紹介関係等） 

 

 

【経緯】 

ⅰ）地方公共団体が行う無料職業紹介は、平成 16 年 3 月に許可制から届出制に改

正。その後、無料職業紹介を実施する地方公共団体は増加傾向。 

ⅱ）平成 21 年 3 月の「出先機関改革に係る工程表」においては、無料職業紹介事

業において必要となる国のシステム・端末を地方の職員が利用できるようにする

ことなどとされているが、現在まで未実施。 

 

１  求人情報の提供 

ⅰ）ハローワークの求人情報を地方公共団体に提供する取組を、地

方分権の観点から、積極的に推進。 

ⅱ）地方が、求人情報をどのように活用し、どのような成果を目指

すのか、ヴィジョンを明確にして取り組むことを期待。 

ⅲ）情報提供のためのシステムの検討に当たっては、情報セキュリ

ティを念頭に置きつつ、導入費用が過大にならないよう配慮。 

 効果： 無料職業紹介事業を住民サービスと組み合わせてワンス

トップで実施する地方公共団体が、ハローワークの全国ネ

ットワークの求人情報を活用することにより、一層充実し

たサービスを提供できる。 

 

２  円滑・効果的な実施のための取組 

地方公共団体は、ハローワークの求人情報を適切に活用できる

よう、職員の専門性向上に積極的に取り組むとともに、国はこれ

を支援。 

 

３  国と地方公共団体の協議・連携 

上記を着実に推進するため、国と地方公共団体は早急に協議し、

連携を図る。 
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【雇用対策部会 開催実績 】 

第１回雇用対策部会（平成２５年６月２１日（金）） 

○無料職業紹介に関する事務・権限の見直し等について 

１．地方分権改革推進室の説明 

２．関係者からのヒアリング 

   ・厚生労働省 職業安定局長 

   ・新潟市長 

   ・日本労働組合総連合会 総合労働局長 

   ・一般社団法人日本経済団体連合会 労働政策本部長 

   ・埼玉県知事 

３．出席者（部会構成員及び関係者）の意見交換 

４．部会構成員の意見交換 

 

第２回雇用対策部会（平成２５年７月１日（月）） 

○無料職業紹介に関する事務・権限の見直し等について 

１．報告書（素案）の説明 

２．部会構成員の意見交換 


